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所 管 事 務 調 査 報 告 

 

平成２７年１２月１８日 

                   薩摩川内市議会市民福祉委員会 

                   委員長  永 山 伸 一 

１ 調査事項 

⑴ 子育て支援について 

⑵ 社会福祉事業について 

⑶ 健康増進について 

２ 調査先 

鳥取県倉吉市、滋賀県東近江市、岡山市 

３ 調査日 

１１月４日から６日まで（３日間） 

４ 出席委員 

永山委員長、中島副委員長、上野委員、橋口委員、福田委員、森永委員、森

満委員 

５ 調査目的 

出生前からの切れ目のない支援を行う子育て支援の先進的取組事例、地域の

特徴を生かした生活困窮者自立支援の取組事例、市民が積極的に参加する健康

づくりの取組内容を調査し、本市における今後の施策展開の課題等を調査する。 

６ 調査概要 

⑴ 地域子ども・子育て支援事業の取組について（鳥取県倉吉市） 

倉吉市では、次世代育成支援行動計画を継承した子ども・子育て支援事業

計画に基づき、様々な子育て支援事業を実施している。 

「要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業」においては、児童虐待

につながりやすい特別な支援が必要な児童やその家族への支援を行っており、

医療機関、児童相談所、発達障がい者支援センター、保育所、学校等と連携

し、早期発見から生涯を通した支援体制の整備を目指している。特別な支援

が必要な児童に対しては、通所指導教室、早期親子教室等の子育て教室を必

要に応じて実施し、また、要保護児童対策地域協議会を設置して、児童虐待

防止の取組を行っている。 

その他、母子健康手帳交付申請時の保健師・助産師との面接、乳児家庭全

戸訪問事業、親支援セミナー、赤ちゃんと小中学生とのふれあい事業など市

独自の支援を、発育段階に合わせてきめ細かに行っている。 

このように、出生前から切れ目のない継続した支援体制を整えるために、

必要な施策の実施と相談機能の充実、人材確保・育成に力を入れている。 

⑵ 生活困窮者自立支援について（滋賀県東近江市） 

東近江市では、平成２４年度に国の生活困窮者自立促進支援モデル事業を

受託し、市の特徴を生かした生活困窮者自立支援の在り方について検討した。 
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モデル事業においては、関係機関が連携して生活困窮者の全体像や実態の

把握に努め、その数は年間約３００人に上ると推計した。 

就労支援事業では、一般就労が困難な若者等を支援するため、相談窓口、

就労斡旋等に関わる関係課が連携し、必要な仕組みづくりを行う就労支援プ

ロジェクト会議を設置した。地域の特性を生かした就労支援の例として薪プ

ロジェクトが挙げられ、これは、林業と障がい者雇用の連携であり、生活困

窮者の中間的就労及び地域資源の活用による地域力の向上や獣害対策につな

がっている。 

子どもの学習支援事業や家計相談支援事業においては、少人数ではあるが

高校に進学ができたり、また、市税の納付ができたといった成果が出ている。 

モデル事業を通して、生活困窮者が自立相談にたどり着くまでの過程を理

解すること、初期の支援が大切であり早期に集中して支援することが重要で

あることに気付いたとのことであった。支援が必要な人を地域で早期に発見

し、つなぎ、支え、活躍する場を作り、見守りができる仕組みを構築するこ

とで、生活困窮者への理解や、誰も排除しない地域づくりを目指している。 

⑶ 健幸ポイントプロジェクトについて（岡山市） 

岡山市では、健幸長寿社会を創造するスマートウェルネスシティ総合特区

の指定を受けている中の全国６市や、筑波大学、民間企業との連携により、

総務省及び文部科学省の実証事業として平成２６年度から健幸ポイントプロ

ジェクトを実施している。 

この事業では、市民の健康づくり（歩数・体組成の測定、対象プログラム

への参加、健康診断の受診等）の実践に対し、商品券等と交換可能な健幸ポ

イントを付与し、健康づくり無関心層を含めた多くの市民の健康づくりへの

参加を促し、健康状態の改善や医療費・介護費等の適正化を目指している。

４０歳以上の市民を対象とし、現在までに約４，５００人が参加しており、

市民の関心は高い。 

参加者には歩数計を貸与しており、岡山市では、事業開始２か月後には平

均歩数が国の推奨活動量である１日８，０００歩を上回った。 

まだ事業の大きな成果は見えていないが、参加者からは、歩数計を持つこ

とで歩こうという意識が芽生えた、移動手段を自動車から自転車へ、自転車

から徒歩へ変えたなどの意見があるとのことである。 

課題としては、事業費の大半を国の補助金で賄っているため、実証事業終

了後の持続可能な事業スキームを検討する必要があること、また、歩数の登

録や運動教室参加の報告、ポイントの確認など各種データの管理等について

ＩＣＴ化により職員の事務作業の低減を図っているが、高齢者には手助けが

必要であるとのことであった。 

７ 所感 

⑴ 倉吉市の子育て支援施策は、全ての市民、事業所が力を合わせ、一人一人

の子どもを大切に育てようとする取組が計画的・段階的に見られる。出産前
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から学齢期にわたるまで切れ目のない支援の流れと、子育ての孤立化を防ぐ

つながりのあるまちづくりの取組を、本市においても参考にする必要がある。 

⑵ 東近江市では、生活困窮に陥ることの予防や貧困の連鎖を断ち切ることを

目指し、市民の困りごとに寄り添って、就労等を目指す出口重視の取組をし

ている。本市においても、公・民の連携で様々な支援の場、機会をつくるこ

とが必要である。 

⑶ 健幸ポイントプロジェクトについては、従来の保健事業と比較して４０代

から５０代の世代や男性の参加が多いとのことから、本市においても、幅広

い市民を対象とした健康づくりの取組を検討する必要がある。 


